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行政改革実施計画の策定方針等

1.　策定方針

2.　基本方針

3．行政改革実施計画の期間

4．進捗管理・公表

5．実施計画の改訂

6．その他

　平成１２年に地方分権一括法が施行されて以来、国や県から市へ権限が移譲され、身近な行

政を自主的・自立的に担えるようになった一方で、従来の行政施策を見直し、行政と市民との役

割分担の新しいあり方の模索、行政諸活動についての説明責任の確保、市民ニーズや地域の

実情にあった政策を打ち出せる政策形成能力の向上などが求められています。

　さらに、平成２２年３月２１日に合併により新近江八幡市が誕生したことから、新たな自治体運

営の体制を確立し、合併の効果を最大限に発揮した新市の建設をめざした行政改革に取り組ま

なければならない状況です。

　合併前の市町におけるこれまでの行政改革によって、市民と行政の役割や事業の見直しを進

め、行政の簡素化や合理化は一定進んできました。

　今後も、多様化・高度化する行政需要に柔軟に対応していくためには、多様な主体と役割を分

担することと事業の選択と集中や事業の検証などの取り組みによる財政基盤の確立が課題であ

り、課題解決に向けた取り組みを進めていきます。

　また、行政の役割の検討や事業見直しをする際には、「行政が関与する必要があるか。」ある

いは「税や財産が有効に活用されているか。」の視点を基本とします。

　なお、行政改革を推進するためには、行政活動に対する市民の理解が不可欠ですので、行政

組織や職員の意識や能力が重要な要素であることを職員ひとりひとりが理解し、市民への説明

の充実を図りながら取り組みを進めていきます。

　行政改革実施計画では､行政改革大綱に基づき次の３つの柱を基本方針とします。

　行政改革実施計画に掲げた目標を達成できるよう、定期的に近江八幡市行政改革推進本部

において進捗管理を行い、近江八幡市行政改革推進委員会による外部の視点から検証と意

見を受けながら推進します。その結果についても、公表します。

　 行政改革実施計画の期間中における新たな取り組みを加えるなど、必要に応じて行政改革
実施計画の改訂を行います。

　①平成２２年度から実施した公開事業診断の対象事業については、検討状況をみながら実

　　施計画に追加していきます。

　②実施計画には、取組項目の内容や目標としている実施年度、成果指標と平成２６年度まで

　　の達成目標などを示しています。

Ⅰ．市民と行政が協働してまちづくりを進められるように、行政の役割や責任を明確にした
　　市政の確立

Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な財政基盤の確立

Ⅲ．時代の要請に的確に対応できる組織づくりと人づくりによる組織力の向上

　平成２２年度から平成２６年度までの５年間とします。
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　住民自治の確立と行政の役割を明確にしていくために、意思決定と行政改革のプロセスを市民参加
と理解を得られるような形で進めていくことを重視します。

　そこで、市民の信頼を高め、市民に信頼される行政をめざして、近江八幡市における様々な意思決
定が市民の参加によって行われたり、市民によくわかるように行われたりする、新しい仕組みを築くた
めに、以下の項目の具体化に向け、取り組みを進めていきます。

　①　市の政策で対応すべき問題の抽出、その問題解決に向けた政策課題の設定といった政策過程
　　の初期段階において市民参加を積極的に進める仕組みを検討し、市民と行政が話し合える環境づ
　　くりに努めます。
　
　②　市民と行政の役割を見直すなどの改革を進めていく際には、市民の役割を認識し、納得して協
　　力できるように意見を交わしながら取り組んでいきます。
　
　③　市民が自ら住む地域に責任を持って関われるために必要な権限や財源を付与する自治体内分
　　権を引き続き進め、市民や地域に移譲できるものについては、計画を立てて、順次移譲を進めま
　　す。
　　　また、移譲した後も市民の自発的、主体的な活動が活発かつ継続的に行なわれるようにするた
　　めに、市は支援を行います。
　
　④　市民では担いきれない役割等については、行政が専門的な立場から市民をサポートできる体制
　　を確立していきます。

　⑤　事業の見直しにあたっては、活力と魅力ある地域づくりにとっての必要性や市民相互が論議し考
　　えるためのコミュニケーションの場を提供しているかどうかといった視点を重視します。

（１）地域協働の推進

№ 取組項目 担当

【Ⅰ．市民と行政が協働してまちづくりを進められるように、
　　　　　　　　　　　　　　　　　行政の役割や責任を明確にした市政の確立】

改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

協働のまちづくり
基本条例の全市
域における施行

まちづくり支援
課

　協働のまちづくり基本条例の全市域におけ
る施行にむけ取り組む
（合併時は近江八幡地域のみ適用する暫定
施行）
①広報や行政番組を通して、条例の趣旨など
について啓発する
②条例で規定されている内容の実施状況を
まとめ、「協働のまちづくり推進委員会」（外部
組織）等を立ち上げ、検証を行う
③検証結果をもとに、必要に応じて条例を見
直し、議会へ提案する

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　平成２３年度に条例を整備し、平成２４年度から全市域において施
行する

市民と行政の適切な役
割分担のもと、協働の
まちづくりを推進する

準
備
実
施

2

身近な自治シス
テムの形成
＊欄外に説明

まちづくり支援
課
地域振興課

①安土地域のまちづくり協議会について、平
成２５年度設立にむけて支援する
②まちづくり協議会の役割について、学区役
員や地域住民、職員に周知する
③まちづくり支援交付金（まちづくり協議会活
動の原資）をより有効活用するための情報交
換を行う
④協働のまちづくり推進委員会により、まちづ
くり支援交付金の成果などを検証する

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　安土地域におけるまちづくり協議会の設立
　まちづくり支援交付金の適正かつ有効な活用

市民と行政の適切な役
割分担に基づく協働の
もと、市民の自主自立
のまちづくりをめざす

一
部
実
施

＊　地域（学区）におけるまちづくりや住民自治活動の主体となる学区まちづくり協議会を設立し、市からのまちづくり支援交付金を
原資として活動する仕組み。近江八幡地域では９つのまちづくり協議会組織がある。
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№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

3

ＮＰＯと行政の協
働の仕組みづくり

まちづくり支援
課

①民と官が互いの特性を活かした協働事業
が行えるような仕組みの構築に向け、「協働
のまちづくり推進委員会」を立上げ検討し指
針を策定する
②ＮＰＯ法人近江八幡市中間支援センターと
行政との役割分担を明確にし、民と官それぞ
れの立場により本市のまちづくりのさらなる活
性化を図る

民と官それぞれの立場
によりまちづくりに取組
める仕組みが構築でき
るよう指針を策定する

検
討
実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　平成２４年度に指針を策定し、これに基づき協働を推進する

4

市政への市民参
画機会の提供等

各課 　様々な意思決定の過程における市民参画
の機会の提供あるいは確保するための取り
組みを推進する

（参考）　平成２２年度の状況
           （H22年12月末現在）
　＊市民委員を構成員としている審議会等
　 　の数  ：２４ （Ａ）
　＊公募委員を構成員としている審議会等
 　  の数　：　９ （Ｂ）

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　
　公募委員を構成員としている審議会の数の増加
　　　　（Ｂ）／（Ａ） ＝ ６０％　をめざす

市政へ市民の意見を
反映し、協働のまちづく
りを推進する

実
施

5

市民提案制度の
創設

政策推進課 　市役所の行っている仕事のうち、市民自ら
が行えるものの提案を募集し、市民発案・参
画型のまちづくりを推進する

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　提案件数　　毎年１０件以上

市民のまちづくりへの
参画意識を醸成する

実
施

6

災害など有事の
際の協働体制の
構築

生活安全課 ①各自治会に近江八幡市地域防災活動推進
員を設置し、組織の立ち上げと計画的な訓練
の実施を推進する
②未組織の自治会へは、推進員や出前講座
を通じて組織化を働きかけるとともに、防災資
機材購入に係る補助制度の周知
＊自主防災組織がある場合は、補助対象と
なる範囲が拡大
　（平成２２年度目標６５％⇒H２２年１２月末
現在　６４．２％）

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　組織率　　　７７％（H２６年度末）

大規模災害発生時の
被害の軽減をめざし、
地域防災力を強化する

実
施

【Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、
      持続可能な財政基盤の確立】

　健全な財政を目指すことは、市が市民に対して約束しなければならない大前提です。そのための支
出の削減、行政運営の合理化、不要不急の事業や目的を達成した事業の見直し、税等の収納率の向
上等による負担の公平性の確保や新たな収入源の模索に引き続き取り組んでいきます。
　また、これらの改革では、市民の負担が増えたり、地域活力の低下につながることもあるので、このよ
うな負の側面にも配慮しながら進めていく必要があります。特に市民生活や地域活動に直接影響する
ことについては、市民の理解と納得が得られるように改革の進め方や意思決定の方法の工夫に努め
ます。
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　持続可能な財政基盤の確立をめざした行政改革を進めるにあたっては、次の視点を重視します。

　①　政策の優先順位を明確にするために、市民に対して政策の効果や必要性の十分な説明とあらか
　　じめ市民の意見を聴き、積極的に取り入れ、予算の配分に配慮することと、優先順位が低いと思わ
　　れる政策については、あらかじめ市民や関係者の意向を十分に聴取しながら見直す。
　
　②　市民や職員から提案やアイデアを募り、真に市民が必要としている事業、より費用対効果の高い
　　事業が展開できるような仕組みを構築し、限られた資源を有効に活用し、市民や職員のやる気や
　　パワーを高める。

　③　会計の実態を把握しやすくするバランスシートを有効に活用して、財政状況を市民へ示し、歳入
　　の増減、赤字の発生等についてその原因や市民生活への影響について、市民へわかりやすい形
　　で公表する。

　④　「公開事業診断」などを通じて事業の見直しを進めるとともに、市民に市行政に対して関心を持っ
　　てもらうための工夫と、コスト面だけではなく、サービスの質の変化について検証し、公表する。

（１）　経費の節減等財政の健全化

　　①　持続可能な財政基盤の確立をめざした財政運営

　本市の財政状況は、義務的経費の割合が５０％前後と高水準で推移していることから、財政の硬直化
を懸念します。今後、少子高齢化社会の進展などに伴う新たな行政ニーズや新市基本計画に予定され
ている基盤整備事業など多様化する行政ニーズに柔軟に対応する必要があります。
　平成２２年１１月現在の試算では、平成３０年度で約２５億円の収支不足が見込まれています。今後、
市税収入の動向や国、県の財政構造改革の影響など不確定要素もありますが、平成２６年度末で、平
成３０年度の収支不足が解消できるように財政運営の指針（中期財政計画）を定め、組織的な取り組み
を進めます。
　また、平成２４年度から平成２６年度にかけて大規模基盤整備事業が予定されており、事前検証にお
いては、ランニングコストをはじめ、あらゆる効率化の可能性を探り、創意工夫しながら事業費コストの縮
減や一般財源の負担を抑制する方法の検討に取り組みます。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

中期財政計画の
策定と進捗管理

財政課 　全庁的な取り組みを展開するために、財政
運営の指針となる中期財政計画を策定し、進
捗管理を行う

【収支改善に向けた基本的な考え方】
歳入　＊市税等は負担の公平性の確保
　　　　＊受益者負担はサービスのコスト縮減
　　　　　を図りつつ、市民間の受益と負担の
　　　　　公正性の確保
　　　　＊公有財産の有効活用と一般財源の
　　　　　確保
　歳出　＊事業を検証し、無駄を排除
　　　　　＊事前検証の徹底による投資的経
　　　　　　　費のコスト縮減と一般財源による
　　　　　　　負担の抑制

新市基本計画に基づく
まちづくりの実現に向
け、持続可能な財政基
盤の確立をめざす

実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　基金（財政調整・減債・公共施設整備基金）残高
　⇒　　４５億円以上（平成２６年度末）

2

予算規模の適正
化

財政課 ①現行の予算枠配分制度を踏まえた新たな
予算編成方式を検討し、大型事業を除く予算
において適正な予算規模による予算編成を
行う
②予算編成過程の公開に向け取り組む

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　平成２４年度（平成２５年度予算）　予算編成過程の公開
　中期財政計画との整合を図る
　基金（財政調整・減債・公共施設整備基金）残高
　⇒　　４５億円以上（平成２６年度末）

「歳入に見合った歳出」
の原則に基づき、適正
な予算規模による財政
運営

検
討
実
施
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№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

3

財務書類４表（＊
次頁に注記）の分
析と有効活用

財政課 　近江八幡市公会計整備推進委員会（内部
組織）を設置し、財務書類４表の根幹となす資
産整備に向け市全体で取り組みを推進する
　
①有形固定資産台帳の整備（土地から）
②未収金の管理体制の整備
③他市の財務書類（数値）と比較分析し、予
算編成への反映手法を検討する

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　有形固定資産台帳整備（土地）
　未収金管理体制の整備
　財務書類４表の分析、活用

資産管理状況の分析
結果や長期的な展望を
予算編成へ反映すると
ともに、将来展望を把
握する

一
部
実
施

＊　財務書類４表⇒貸借対照表・行政コスト計算書・資金収支計算書・純資産変動計算書

＊　財務書類４表の根幹は資産管理にある。本市では、現在、総務省方式改訂モデルによる財務書類を
作成し、資産管理に関するデータは、暫定的に決算統計データを用いているが、資産の実態把握と再評
価による資産整備が必要とされている。ただし、資産整備には多額の経費と時間を要する見込みであり、
厳しい財政状況下では課題である。

　　②　税等収納率の向上

　地方自治体の歳入の根幹である税収を確保することは重要な課題です。負担の能力や受益に応じ
て、税等の負担の公平性を確保することが重要です。
　納税意識の高揚を図る啓発を行うなど収納率向上に向けての取り組みを進めます。
　特に、納め忘れ等に対する早期対応により滞納を防ぐ取り組みを重視するとともに、口座振替制度を
奨励する等納付者の利便性の向上を図ります。
　また、市税等徴収困難な公債権の徴収・滞納処分にあたる体制整備についても見直し、収納率向上に
向けた徴収体制の強化を図るとともに、納付に係るコストの公平性の観点から、徴収業務のコスト縮減
についても検討を進めます。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

 改革の方針と具体的な内容欄の【＊印】は、収納率を向上するための取り組みを示しています。

1

市税の収納率の
向上

収納課 ①収納率の向上（現年分　９８．５％）をめざす
　*滞納処分の強化
　（平成２１年度　　現年分収納率　　９８．３
１％）
②督促業務の民間委託の検討
③公共サービス制限条例の検討

税負担の公平・公正性
を確保する

一
部
実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　現年分収納率　　９８．５％（各年）

2

国民健康保険料
の収納率の向上

保険年金課 　収納率の向上（現年分　９３％）をめざす
（平成２１年度　現年分収納率　９１．３９％）
＊徴収業務の徹底（督促、差押等滞納
　　処分の実施）
＊訪問徴収の充実
＊郵便物返戻者等に対する実態調査の
　　実施
＊資格管理の徹底（他保険加入者への
　　届出奨励等）
＊納付相談の充実

保険料の負担の公平・
公正性を確保する

実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　現年分収納率　９３％（各年）

5



№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

3

後期高齢者医療
保険料の収納率
の向上

保険年金課 　収納率の向上（現年分　９９．９％）をめざす
（平成２１年度　現年分収納率　９９．７８％）

＊徴収業務の徹底（督促、差押等滞納
　　処分の実施）
＊訪問徴収の充実
＊郵便物返戻者等に対する実態調査
　　の実施
＊納付相談の充実

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　現年分収納率　９９．９％（各年）

保険料の負担の公平・
公正性を確保する

実
施

4

介護保険料の収
納率の向上

介護保険課 　収納率の向上（現年分　　９９％以上）をめ
ざす
（平成２１年度　現年分収納率　９８．８７％）

＊徴収業務の徹底（督促状等の迅速な
　　発送、差押等滞納処分の実施）
＊制度無理解者へは、電話・訪問により
　　納付を促す
＊納付の意思を示さない場合における
　　給付制限を視野にいれた対策を講
　　じる
＊６５歳到達者の納付方法を、早期に
　　特別徴収（年金からの天引き）に切
　　り替える

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　現年分収納率　９９％（各年）

保険料の負担の公平・
公正性を確保する

実
施

5

保育料の収納率
の向上

幼児課 　収納率の向上（現年分　９９％）をめざす
（平成２１年度　現年分収納率　９８．１６％）

＊口座振替納付の推進
＊子ども手当ての支給時にあわせた
　　納入意識高揚の啓発
＊徴収業務の充実（面談・訪問）

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　平成２６年度　現年分収納率　９９％

保育料の負担の公平・
公正性を確保する

実
施

6

住宅使用料の収
納率の向上

住宅課 　収納率の向上（前年度比較　０．５ポイント
アップ）をめざす
（H２１年度　現年分収納率　８２．２８％）

＊滞納者への取り組み（納付意識の
　　高揚、督促状等の発送、訪問に
　　よる催告・徴収）
＊納付に応じない入居者には法的
　　措置（明渡し訴訟）を講じる

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　平成２６年度　現年分収納率　８４．７８％

受益者負担の公平・公
正性を確保する

実
施

6



①安土福祉自動車条例を定め、有償運行す
る。
　なお、平成２３年度は、利用者の状況等実
態調査を行い、福祉自動車の運行のあり方を
引き続き検討する。

市民間の受益と負担の
公平性を確保する

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

平成２３年度から乗車運賃（使用料）を徴収

26

1

安土福祉自動車
の有償運行

健康福祉課

検
討
実
施

22 23 24 25

　　③　受益者負担金の適正化

　使用料・手数料などの受益者負担金については、サービスに要するコスト縮減を図るための継続的
な改善に努めるとともに、市民間の受益と負担の公平を確保することが重要です。
  受益者負担金の適正化を図ると共に、今後、目安となる指針を定め、検証する仕組みを検討します。

　　④　業務の再編･整理、廃止･統合

　行政が行っている業務について、「公共サービスの行政関与および民間委託等に関する指針」（平成
２２年１０月策定）に基づき、行政の関与（公的関与）のあり方を検証し、社会経済情勢の変化や市民
ニーズの低下、財政状況等を考慮しながら業務の再編・整理、廃止・統合に取り組みます。
 　また、公開事業診断対象事業については、検討状況をみながら取組項目に追加していきます。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

業務の再編・整
理、廃止・統合

各課 　行政評価などを通じて検証を行い、検証結
果に基づき、業務見直しを検討する

2

市税納期前納付
奨励金の廃止

収納課 ①県内他市の取り組み状況の確認
②費用対効果の検証
③公開事業診断の診断結果の分析
④分析・検証結果に基づく廃止検討
⑤市税条例改正手続き
　（H２３年３月議会提出）
⑥市民周知

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

市税納期前納付奨励金制度の廃止

納税の公平性を確保
する

検
討
周
知
実
施

行政ニーズに柔軟に対
応した、効率的・効果
的な行政運営をめざす

実
施

実施年度（目標）
22 25 26

　　⑤　補助金等の整理、廃止・統合

　補助金・負担金については、事業の目的と内容から行政関与の必要性、経費負担のあり方、効果に
ついて「補助金等の見直し方針」（平成２２年１０月策定）に基づき、検証を行い、継続的に補助金制度
の見直しを進めます。
　また、公開事業診断対象事業については、検討状況をみながら取組項目に追加していきます。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】

各課 　行政評価などを通じて検証を行い、検証結
果に基づき、補助金制度の見直しを検討する

23 24

行政ニーズに柔軟に対
応した、効率的・効果
的な行政運営をめざす 実

施
1

補助金・負担金
の見直し

7



　　⑥　新たな歳入の確保

　本市の歳入は、市税が全体の３９％（平成２１年度決算）を占めていますが、平成２０年度と比較すると
景気動向による影響を受けて、大幅に減少しています。こうしたことから、安定した自主財源を確保する
ことが、より安定した公共サービスの提供につながるため、財源を模索します。
　また、市有資産等を活用した広告事業やふるさと納税制度を活用した「ふるさと応援寄付金条例」の創
設等により、自主財源を増やす取り組みを推進します。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

広告事業の推進 各課 　一定のルール（広告事業実施要綱）に基づ
き、取り組みを推進する

（参考）　　広告事業実施数　　１０事業（媒体）
　駅自由通路、広報紙、窓口用封筒、
　ホームページバナー、市民バス・路線図、
　公用自動車、観光パンフレット、
　ポスター・チラシ（H２２．１２月末）
 
 平成２１年度実績　　４，７７５千円

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　広告媒体数を増やす
　広告料収入の増加

自主財源を確保する

実
施

　　⑦　　公有財産の有効活用と処分

　公有財産の有効活用を図るために、事業の計画変更等によって将来の利用目的が薄れた土地や、処
分可能な財産については、有償貸与や売却を進めます。
　また、公の施設については設置目的や利用状況などを検証し、「公の施設の管理運営に関する方針」
に基づき、管理運営のあり方を検討します。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

公有財産の有効
活用と処分

管財契約課 ①公有用地を精査し、利用目的のない財産
の有効活用・売却処分を進める
②定期借地権付の土地運用についても検討
する

歳入の確保及び土地
管理経費の軽減を図る

一
部
実
施

実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　平成２４年度に新たな売却計画を策定し、これに基づいた売却を実
施する

2

改良住宅（２戸１）
の譲渡処分

住宅課 （譲渡基本方針）
①改良住宅の譲渡を行う
②改良住宅の建て替えは行わない
③空き家については、国の用途廃止承認後、
建物・土地を処分する

　（参考）　改良住宅戸数　５９６戸

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　譲渡戸数　　８０戸

地域住民の自立意識
の向上や地域の活力
を高める

実
施

8



　　⑧　給与等の適正化

 　給与制度については、今後も、地方公務員の給与制度の動向に注視し、市の財政状況と人事院勧告
や県人事委員会勧告を踏まえ、引き続き、地域の民間給与を反映させた適切な給与水準となるように取
り組みます。
　また、職員の福利厚生事業についても、市の財政状況や社会情勢との適合性、民間企業や他の地方
自治体との均衡等を考慮しながら、継続して事業内容の見直しや経費の節減に向け取り組みます。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

給与等の適正化 総務課 ①現行制度下の人事院勧告や県人事委員会
勧告を踏まえ、地域の民間給与を反映させた
給与改正
②特殊勤務手当をはじめとする諸手当の検
証と見直しの実施
③「市技能労務職員等の給与等の見直しに
向けた取組方針」に基づく改正
④市財政状況を踏まえた特別職及び一般職
の独自給与抑制策の検討
⑤特別職及び一般職の給与等の公表

（参考）　ラスパイレス指数
　　　　　　H２２　　９９．５

地域の民間給与を反
映させた適切な給与水
準とする。

実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

 地域の民間給与を反映した給与水準

2

福利厚生（職員
互助会）事業の
見直し

総務課 ①情報公開を進め、職員互助会事業の透明
性を高め、市民への説明の充実を図る
②職員互助会事業については、市の財政状
況や社会情勢との適合性、民間企業や他の
地方自治体等との均衡等を考慮しながら  実
施するとともに、引き続き、事業内容や公費
（職員互助会事業補助金）負担のあり方につ
いて見直しを検討する

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　職員互助会事業の実施状況の公表
　互助会事業の継続的な見直し

社会情勢との適合性や
民間企業、他の自治体
等との均衡に考慮した
福利厚生事業とする

一
部
実
施

9



（２）民間委託等の推進

　行政の関与が必要な業務であっても、費用対効果や効率性、行政責任の確保、法令との整合性、受
託能力などを総合的に勘案しながら多様な公共サービス提供の実施主体を検討する必要があります。
　「公共サービスの行政関与および民間委託等に関する指針」に基づき、民間委託・民営化を進めてい
きます。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

学校給食
（調理業務）

学校教育課 　小学校における学校給食調理業務を随時
民間委託に切替えていく
＊平成２２年度まで　桐原小学校　１校
＊平成２３年度から　桐原・金田小学校　２校

H２２年度　幼稚園、小・中学校における給食
のあり方を、給食のあり方検討委員会を設置
し検討する
【参考】
●　給食実施状況
　旧近江八幡市　１０小学校（自校方式）
　旧安土町　　　　センター方式
　　　　　　　　　　　（幼稚園、小・中学校）
●　正規職員数の推移
　　　H２１年度　２０人　　　H２２年度　１８人

民間のノウハウを活か
し、衛生管理等の充実
と安定した給食サービ
スの充実を図る

一
部
実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　学校給食基本計画の策定
　基本計画に基づき委託化を推進

（３）指定管理者制度等の活用

　公の施設の利用状況や運営状況などを検証し、民間のノウハウを活用し、効果的・効率的な管理運
営が期待できる公の施設については、指定管理者制度の導入を進めていきます。
　また、導入後においては、指定管理者による管理運営の状況や市民サービスについての検証・評価
を行い、指定管理者による管理運営業務の充実に向け取り組むとともに、指定管理者の選定替えの時
期に合わせて定期的に施設の管理運営のあり方について検討します。
　なお、平成２２年度に指定管理者制度を適用している施設数は２３施設あります。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

かわらミュージア
ム

地域文化課 　かわらミュージアムの管理運営に、指定管
理者制度を導入する
　
①指定管理者による管理運営に向け諸条件
の整理
②指定管理者の選定に向けた手続き
③直営による管理運営から指定管理者によ
る管理運営に移行
④検証・評価（モニタリング）の実施

市民サービスの向上と
経費節減を図る

検
討
実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　指定管理者制度の導入

2

特別史跡安土城
跡前駐車場及び
ガイダンス施設

地域文化課 　特別史跡安土城跡前の土地を、史跡整備
が行われるまでの間、駐車場として活用し隣
接するガイダンス施設と一体的な管理運営を
行う

①指定管理者による管理運営に向け諸条件
の整理
②指定管理者の選定に向けた手続き
③直営による管理運営から指定管理者によ
る管理運営に移行
④検証・評価（モニタリング）の実施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

指定管理者制度の導入

土地の有効活用による
利便性の向上及び管
理運営の効率化を図る

検
討
実
施
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（４）地方公営企業の経営健全化

（５）第三セクター等の見直し

　経済性の発揮を基本としながら、住民福祉の向上をめざし、地方公営企業として病院事業と水道事
業に取り組んでいるところです。両事業とも事業の現状と展望を明らかにして、経営健全化の基本方針
や経営基盤強化への取り組み等を経営健全化計画で定め、積極的に取り組みます。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

病院事業の経営
健全化

（総合医療セン
ター）
総務課

　「市立総合医療センター病院改革プラン」に
基づき取り組む

【具体的な取り組み】
①関係医科大学との連絡調整を密に図りな
がら、医師確保に努める
②看護師の労働環境改善を図り、安定的な
確保を図る
③限られた医療資源を有効活用するため、地
域医療連携をより進める
④新規の診療報酬加算取得を進める

東近江医療圏域の急
性期疾患を中心とした
入院ならびに救急医療
の充実と経営の安定化

実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　経常収支比率*
　　97.8％（平成２１年度）　⇒ 99.9％

2

水道事業の経営
健全化

上水道課 　経営健全化計画を定め、計画に基づき取り
組む

【基本方針】
①独立採算制の堅持
②健全経営（黒字経営）の維持
③計画的な引当金（建設改良・減債等）の積
立
④経費削減策の実施
⑤アウトソーシング等民間的経営手法の導入
⑥収納率・有収率の向上
（H２３年度　新基準による計画見直し）

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　経常収支比率*１００％以上を維持する

経営健全化と経営の合
理化

実
施

*地方公営企業法が適用される地方公営企業でいう経常収支比率とは【経常収益／経常費用×１００】
で算出され、１００％以上であることが健全とされます。（地方自治体の弾力性を示す指標として用いられ
る「経常収支比率」とは区別されます。）

　時代の要請に応じて設立された第三セクターは、公共サービスの提供に大きな役割を果たしてきま
したが、社会経済状況の変化に伴い、その設立趣旨や役割、運営状況等から、今後の存在意義を再
検討し、関与のあり方等について見直しを図っていきます。

市の出資比率が25%以上の法人等

名　　　　　　      　称 出資比率

近江八幡市土地開発公社

安土町農業公社 66.7%

財団法人　近江八幡市国際協会

100.0%

財団法人　近江八幡市人権センター

100.0%

100.0%

財団法人　安土町文芸の郷振興事業団

財団法人　ハートランド推進財団

100.0%

48.0%

財団法人　近江八幡地域勤労者福祉サービスセンター 28.8%
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（６）特別会計の健全化

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

（財）近江八幡市
国際協会への支
援のあり方の見
直し

まちづくり支援課 ①安土町国際文化交流協会との統合調整が
スムーズに行えるように支援する
②公益財団法人移行手続きが行えるよう支
援する
③財団と協議しながら、市が行うべき支援策
を明確にし、市の関与の度合いを段階的に見
直す

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　
　財団と市の協議により決定した支援を行う

財団と市の役割分担に
よる効率的・効果的な
行政運営

検
討
検
討
実
施

　特別会計にあたっては、それぞれの事業の性質に応じた効率的な運営を図るとともに、独立採算を
基本とした健全経営に努めます。
　また、公共下水道事業特別会計については、経営健全化計画を策定し取り組みます。

名　　　　　　      　称
国民健康保険特別会計
公共下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
介護認定審査会共同設置事業特別会計
介護保険事業特別会計（保険事業勘定）
介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）
後期高齢者医療特別会計
＊普通会計に該当する特別会計（文化会館事業・子ども療育事業）を除く

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

公共下水道事業
経営健全化計画
の策定と進捗管
理

下水道課 　下水道事業は、建設投資規模が大きく、期
間も長期にわたるため、市の財政運営に与え
る影響が多大であることから、経営健全化計
画を定め、適切な事業実施と効率的な経営に
向け取り組む
　また、近江八幡市公共下水道事業審議会に
諮りながら、使用料の見直しについても検討
する

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　平成２４年度に経営健全化計画を定め、計画の実現に向けた進捗
管理を行う

中長期的視点にたった
効率的な経営

検
討
検
討
実
施
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【Ⅲ　時代の要請に的確に対応できる組織づくりと人づくりによる組織力の向上】 

　市民に信頼され満足してもらえる行政になるためには、行政組織の編成やそこにおける意思決定の
方法を見直すことが必要です。また、「組織は人なり」と言われるように、一人ひとりの職員の意識や能
力も重要な要素です。行政組織と職員に関する改革では、住民自治が確立した社会において求められ
る専門性を身に付けた職員を育てるとともに、新しい時代の自治概念や市民との関係のあり方などを
職員は理解しなければならないことを重視します。

（１）　行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織

　これまでの行政改革により、職員数の削減による行政組織のスリム化が進み、また、地方分権の進
展により、基礎自治体である市の業務範囲が広がる傾向にあることから、職員の英知を結集し、限りあ
る経営資源を効果的に活用し、「選択と集中」を図りながら、組織力の向上をめざします。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

行政組織の見直
し

総務課 ①市民にわかりやすい行政組織（ネーミング
と市民窓口機能の可能な限りの集約化）
②スリムで重要政策の推進強化を図る行政
組織（政策推進に係る意思決定の迅速化と重
要施策推進体制の構築）
③地域自治区（安土町総合支所）の権能と本
庁各部局との機能分担
④職員削減及び職務職階制に基づく職員構
成を想定した組織

(参考）H２２年３月２１日の行政組織
①　本庁　 市長部局　　　　 　７部３４課室
　　　　　　　教育委員会　　　　１部　３課
　　　　　　　水道事業所　    　１部　２課
　　　　　　　病院事業事務部　１部　２課

②　安土町総合支所　　　　　　　　　５課

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　行政組織の見直し

年次的な職員数の削
減を踏まえつつ、諸情
勢の変化に対応できる
行政組織

検
討
実
施

（２）　定員管理の適正化

　これまでも定員適正化計画を策定し取り組んできましたが、依然として厳しい行財政環境にあり、行政
ニーズの増大や多様化・高度化に対応するため、行政組織の効率化・合理化に努め、限られた職員数
の中で質の高い行政サービスの提供と、市民ニーズに的確かつ迅速に対応できる体制をめざします。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

定員管理の適正
化

総務課 　定員管理適正化計画を策定し、取り組みを
強化する

①柔軟かつ効果的に対応できる行政組織の
構築に努める
②事務事業の見直し、縮小や統廃合への取
り組み及び権限移譲を前提としたものとする
③民間委託や指定管理者制度の導入推進に
よるスリム化をめざしたものとする
④定員管理とともに総人件費抑制の観点か
ら、嘱託職員や臨時的任用職員等の活用を
図り、退職者数の推移に注視し、基本的には
新規採用の抑制に努めながら定員の削減を
実施する

効率的・効果的な行政
運営

実
施

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

（別掲）
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　　○　　数値目標と適正化計画　　

＜数値目標の考え方＞
ア　一般行政部門（水道事業、特別会計含む）・教育部門において平成２２年４月１日を基準日として、
平成２７年４月１日で職員数を１０％削減する。
ただし、病院事業と一部の職種は除外する。⇒イ　に記載

イ　除外する部門と職種
　　●　医療供給体制の充実や病院経営の健全化を図るため、病院事業は除く
　　●　少子高齢化の進展に伴い、介護保険や子育て支援などの行政ニーズの増大が見込まれる業
務に従事する保健師、社会福祉士、管理栄養士、臨床心理士、幼稚園教諭、保育士の職種は除く
　　●　看護専門学校の専任教員（看護専門学校のあり方の検討結果を踏まえる。）は除く

【市全体職員数計画】　　　

（　基準日　：　毎年４月１日　）

項　　　　目
期間内計(B)-(A)

H22
（A)
H23 H24 H25 H26

H27
（B)
人数 適正化率

ア　市長部局等定員適正化対象 442 432 423 415 405 397 ▲ 45 10.2%

イ　除外職種（病院事業除く） 183 190 190 190 190 190 7

市長等部局合計 625 622 613 605 595 587 ▲ 38

イ　除外部門（病院事業） 489 496 503 510 517 524 35

市全体（総数） 1,114 1,118 1,116 1,115 1,112 1,111 ▲ 3

（３）　人材育成の推進

　地方分権が進む中で、地域の課題を的確に把握し、豊かな発想と優れた経営感覚で柔軟に対応でき
る意欲ある人材の育成と、職員の能力や可能性を最大限に活かし職員自らが学習し、成長できる職場
環境づくりをめざし取り組みます。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）
22 23 24 25 26

1

人材育成の推進 総務課 　職員の意識改革を図り、人を育てる職場環
境づくりをめざす

①人材育成基本方針を策定し、方針に係る具
体的な方策（職員提案制度含む）について適
宜検証する
②職員の育成と意欲向上につながる目標管
理を取り入れた人事評価制度を導入する

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

・人材育成基本方針の策定と具体的な取り組みの達成状況の把握と
分析
・人事評価制度の導入

組織力の向上を図る

一
部
実
施

実
施

（４）　公正の確保と透明性の向上

　協働のまちづくりを実現するために、行政への市民の信頼を高め、理解されることが重要であり、行
政改革など行政活動における意思決定、進捗状況、結果を評価し、市民にわかりやすい形で公表する
など適切な情報提供により、行政活動の透明性の向上に取り組むとともに、これらの取り組みを通じ
て、マネジメントサイクル（ＰＤＣＡサイクル）の定着化につなげます。
　また、職員が職務を遂行するにあたっての法令遵守体制を定めたコンプライアンス条例（平成２２年９
月制定）に基づき、公正な職務遂行に取り組みます。
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№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）

22 23 24 25 26

1

ローカルマニフェ
ストの評価

政策推進課 　ローカルマニフェストの評価を、行政外部の
視点（近江八幡市ローカルマニフェスト評価委
員会を設置）で行い、市民への情報公開と説
明責任を果たしながら協働のまちづくりを進
める

まちづくりの方向性や
施策の透明性の向上
を図る

実
施

　

＊【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　ローカルマニフェストの各年度の達成状況
　評価結果の公表

＊ローカルマニフェストはＨ２２～Ｈ２５までの取り組みのため

2

行政評価 財政課 　行政資源の有効活用を図るために、「必要
性」「有効性」「効率性」の観点から、事務事業
の検証・評価に取り組む
　また、市民を交えた第三者の視点からの検
証を行う（H２２年度は公開事業診断を実施）

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

公開事業診断対象事業の見直し（改善した）件数

行政活動の透明性の
向上を図るとともに、効
率的・効果的な行政運
営をめざす

一
部
実
施

実
施

3

行政改革大綱・
実施計画の策定
と進捗管理

財政課 　行政改革大綱・実施計画の策定・見直しの
際に、PDCAの各過程に市民の意見を反映し
（近江八幡市行政改革推進委員会の設置）、
取り組みを推進する

【成果指標と平成２６年度末までの達成目標】

　各取り組み項目の目標達成状況
　結果の公表

合併後の新たな自治
体運営体制を確立する

実
施

（５）　電子自治体の推進

　情報技術（ＩＴ)を積極的に活用して市民への公開性を高める取り組みを検討します。
　また、情報セキュリティ基本方針（平成２２年３月策定）に基づき、情報資産を適切に管理し、情報資
産に関する事務を安定的に運営します。

（６）　広域行政等の推進

　市町村が行う事務であっても、広域的に実施することが施策目的の達成に有効な業務や専門性が高
く一定規模があることが望ましい業務、規模の拡大による効率化が可能な業務、定型的で裁量の余地
が小さい業務などを対象に、東近江行政組合などの機関を設置し共同で行っています。
　今後も、業務の効率化、サービスの高度化、専門性の観点から広域化の取り組みを検討します。

№ 取組項目 担当 改革の方針と具体的な内容 最終目標 【目的】
実施年度（目標）

22 23 24 25 26

1

し尿処理事業の
広域化

環境課 　現在、八日市布引ライフ組合へ委託してい
るし尿等の処理業務（近江八幡地域分）を、
組合への加入により広域化するについて検
討する

し尿及び浄化槽汚泥処
理の合理化

検
討
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